
新地方公会計制度による

平成23年度の財務状況をお知らせします

市民一人当たりの金額は、住民基本台帳に基づく平成24年３月
末日現在の人口65,075人で算出しています。ただし、数値を四
捨五入しているため合計額と合わないことがあります。

▶財務書類　資金収支計算書

※市における１年間の現金の流れに着目し、収入と支出を
　性質ごとに区分することで、どのような行政活動にどの
　程度の資金が必要になっているのかを表したものです。

普通会計　　平成23年度は現金0.1億円の増平成23年度は現金0.1億円の増

投資・財務的収入２億円

連結グループ　　平成23年度は現金２億円の減平成23年度は現金２億円の減
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収入合計292億円

経常的収入280億円

公共資産整備収入10億円

支出合計292億円

経常的支出202億円

公共資産整備支出21億円

投資・財務的支出69億円

収入合計589億円

経常的収入564億円

投資・財務的収入５億円

公共資産整備収入20億円

支出合計591億円

経常的支出469億円

公共資産整備支出34億円

投資・財務的支出88億円

これまでに整備した施設や現
金などの資産
【内訳】
公共資産 　973億円
（道路、学校など）
投資等　167億円
（出資金、基金など）
流動資産　59億円
（歳計現金、税未収金など）

資産　1,199億円 負債　420億円

これまでに整備した施設や
現金などの資産
【内訳】
公共資産  1,771億円
（道路、学校、病院など）
投資等　55億円
（出資金、基金など）
流動資産　119億円
（資金、税未収金など）
繰延勘定　１億円
（建設時等の消費税）これまでの世代が負担してき

た正味資産

将来の世代が負担する債務
（地方債、退職金など）

純資産　779億円

資産　1,946億円 負債　965億円
将来の世代が負担する債務
（地方債、退職金など）

純資産　981億円
これまでの世代が負担して
きた正味資産
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▶財務書類　貸借対照表

 市民一人当たりの資産　約299万円
 市民一人当たりの負債　約148万３千円

 市民一人当たりの資産　約184万２千円
 市民一人当たりの負債　約64万５千円

普通会計

連結グループ
※市の保有施設、現金などの資産とその資産がどういう財源で
　調達されたのかを表したものです。資産の状況を左側に、そ
　の財源となった負債と純資産を右側に示し、資産＝負債＋純
　資産と左右が一致し、バランスがとれていることからバラン
　スシートとも呼ばれています。

➡➡

▶財務書類　純資産変動計算書
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平成22年度末
純資産残高
765億円

平成23年度末
純資産残高
779億円

平成22年度末
純資産残高
969億円

平成23年度末
純資産残高
982億円

普通会計

連結グループ
※貸借対照表にある純資産が１年間でどのような財源や
　要因により増減したのかを表したものです。

14億円の増加

13億円の増加

 市民一人当たりの純資産残高　約150万９千円 市民一人当たりの純資産残高　約119万７千円
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その他の
コスト
26億円

生活インフラ・
国土保全
10.7％

教育
10.2％

福祉
35.1％

環境
衛生
9.6％

産業振興
8.4％

消防5.1％

総務
9.9％

議会1.0％

その他10.0.％

人にかかる
コスト
32億円

物にかかる
コスト
61億円

補助金など移転
支出的なコスト
138億円

コスト合計コスト合計
257億円257億円

▶財務書類　行政コスト計算書

※１年間の行政活動の
　うち、福祉や教育な
　ど、資産形成につな
　がらない行政サービ
　スの提供に係るコス
　トがどのようになっ
　ているのかを表した
　ものです。内側の円
　は性質別、外側の円
　は目的別に分類した
　ものです。
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普通会計

 市民一人当たりの行政コスト
 約83万７千円

 市民一人当たりの行政コスト 
 約39万５千円

その他の
コスト
47億円

コスト合計コスト合計
545億円545億円

生活インフラ・
国土保全
6.2％ 教育

5.4％

福祉
48.9％

環境
衛生
19.9％

産業振興
4.9％

消防2.6％
総務
4.7％

議会0.5％
その他6.9％

人にかかる
コスト
91億円

物にかかる
コスト
146億円

補助金など移転
支出的なコスト
261億円

連結グループ

　平成23年度の市の財務状況を、「普通会計」および市と関連する団体などを含めた「連結グループ（右図
参照）」により作成した財務書類４表（貸借対照表、純資産変動計算書、行政コスト計算書、資金収支計算
書）で、お知らせします。なお、詳しい内容は政策財政課窓口に備え付けの「平成23年度十和田市財務書類
報告書」または市ホームページをご覧ください。

問政策財政課財政係☎516713

図：連結グループ

【市全体】
普通会計（一般会計）＊駐車場事業分除く
国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険事業特別会計
水道事業会計
下水道事業会計

病院事業会計
地方卸売市場事業特別会計
温泉事業特別会計
駐車場事業会計

【一部事務組合】

十和田地域広域事務組合
十和田地区環境整備事務組合
十和田地区食肉処理事務組合
上北地方教育・福祉事務組合

青森県市長会館管理組合
青森県市町村職員退職手当組合
青森県後期高齢者医療広域連合
青森県市町村総合事務組合

【関連法人】
財団法人十和田湖ふるさと活性化公社
十和田市土地開発公社
財団法人十和田市体育協会


